
 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

（17）鳥取県住宅供給公社　給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

5 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

4,144千円 千円15,704 2,484

326,611 円300,186 円 53 歳

初　任　給

備考

22,332千円 千円

一般職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

備　　　　考区　　　分

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退
　　　　職手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

鳥取県の例による
（経営状況を踏まえ平成28年4月から平成29年3月
は、県職員の給与に関する条例で定める額から一
般職は7.8％削減、管理職は9%削減。）

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

大学卒

５年 10年 20年

－

高校卒

－

170,836

138,868

－ － －

鳥取県の例による
（経営状況を踏まえ平成28年4月から
平成29年3月は県職員の給与に関する
条例で定める額から一般職は7.8％削
減。）

同上

備考

高校卒 － －

大学卒
一般職

一般職

－
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

〔平成27年度実績〕

実績なし

〔平成27年度実績〕

円 人 円

区　分 内　　　　　訳

0.395

12月期
月分

0.400

期末手当
勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数

0.840 月分

1.480

0.785

0.730

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期
0.785 月分月分

0.625

0.640

１人当たり平均支給額

月分 1.57 月分

勧奨・定年

0.7951.355

月分20.445

（注）経営状況を踏まえ、期末手当について平成28年4月から平成29年
　　　3月は県職員の給与に関する条例で定める割合から年間1.05月削
　　　減した支給割合を適用。
　　　(　 )内の数値は、再任用職員の支給割合。

25.55625

区　分 自己都合

5

計

1,127,780 5 225,556

時間外勤務手当

（県の規定に
準ずる）

退職手当

（県の規定に
準ずる）

支給総額 支給職員数

勤続 40 年 46.545

１人当たり平均支給年額

　　  25年以上勤続した年齢50歳以上の職員が、定年前勧奨等により
　　　退職する場合に加算があります。

41.325 月分

月分 月分

勤続 20 年

4,144,434 828,887

勤続 25 年

勤続 35 年

月分

月分34.58250

49.59000

49.59000

月分

29.145 月分
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円

事務局次長 円

円

〔平成27年度実績〕

１人当たりの平均支給月額　58,698円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

実績なし

5,000

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

414,000 3 11,500

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

住居手当

（県の規定に
準ずる）

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

一定の管理または
監督の地位にある
職員

事務局長 59,800

　　－

管理職手当

6,500

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

（注）経営状況を踏まえ平成28年4月から平成29年3月は県職
　　  員の給与に関する条例で定める額から8％削減。

円

扶養手当

（県の規定に
準ずる）

参事 　　－

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

11,000
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕

実績なし

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

237,600 5 3,960

2,200

46,400

通勤手当

（県の規定に
準ずる）

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

 エ　駐車料金を負担
   している場合

単身赴任手当

（県の規定に
準ずる）

異動等を原因とし
て単身赴任となっ
た職員

月額　30,000円＋加算額
　〔加算額〕
　　　職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、6,000円
　　から58,000円までの範囲内で定める額。ただし、100キロ
　　メートル未満の場合は加算はなし。
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 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

 ６月期 月分 加算率45％

 12月期 月分

円

円

（注） 1 理事長報酬については、経営状況を踏まえ、平成28年4月から平成29年3月は公社規程

に基づく額。

2 理事長期末手当については、経営状況を踏まえ、平成28年4月から平成29年3月は県職

員の給与に関する条例で定める割合から年間1.17月削減した支給割合。

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

②非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

変更なし

3,960,595 1 330,050

備　　　考

非常勤理事

支給総額 支給者数

1回につき9,900

1回につき30,000
なし

１人当たり
平均支給月額

（期末手当等を含む）

非常勤監事

0.380
理 事 長 288,575 円

区　分 期末手当

0.580

給料・報酬月額

支給総額 支給者数
1人当たり

平均支給月額

238,800 6 3,317
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円－ －

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した年
数を加算したものです。

－

290,800 －高校卒 － －

－

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

187,800
県の規定に準ずる
研究職給料表１級29号給

223,700 － 318,200大学卒

備　　　　考区　　　分

備考

大学卒

５年 10年 20年

初　任　給

181,300

大学院修士
課程卒

県の規定に準ずる
行政職給料表１級９号給

県の規定に準ずる
研究職給料表１級57号給

県の規定に準ずる
研究職給料表１級41号給

237,300

－

大学院博士
課程卒

209,700

短大卒 166,300
県の規定に準ずる
研究職給料表１級19号給

研究職
大学卒

高校卒

大学卒

147,400

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及
      び退職手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

245,300 302,600 379,800 409,300

一般職

一般職

高校卒

県の規定に準ずる
行政職給料表１級29号給

323,833 374,754 歳44円 円 413,756 円 41 歳334,240 円

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

192,354 46,399

研究職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

309,583

一般職

（18）地方独立行政法人鳥取県産業技術センター 給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

50 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

70,830千円 千円 千円 千円

研究職
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

 (注) （　　）内の数値は、○○○以上の職員の支給割合です。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

　　  25年以上勤続した年齢50歳以上の職員が、定年前に勧奨等により

　　退職する場合に加算があります。

〔平成27年度実績〕

円

〔平成27年度実績〕

円 人 円

１人当たりの平均支給額 522,626

49.59000

49.59000

１人当たり平均支給年額

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職し
     た一般職員に支給された平均額です。

勤続 35 年

20,745,260 44 471,483

25.55625

34.58250

41.325 月分

勤続 25 年

時間外勤務手当

（県の規定に
準ずる）

退職手当

（県の規定に
準ずる）

支給総額 支給職員数

46.545 月分 月分勤続 40 年

勤続 20 年 月分

月分

月分

29.145 月分

2.13

月分20.445

自己都合 勧奨・定年

1.94

70,830,221 1,416,604

区　分

50

12月期

計

月分

0.97

（　　）内の数値は、特定幹部職員の支給割合です。勤勉手当の
支給割合は、標準的な勤務成績の職員に適用される支給割合を記
載しています。
平成28年５月改正の内容を含みます。

１人当たり平均支給額

月分 1.54 月分

期末手当
勤勉手当

（県の規定に
準ずる）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数

1.36 月分

2.53

0.77

1.16

６月期
0.77 月分

0.97

月分

0.97

1.17

区　分 期末手当 勤勉手当

区　分 内　　　　　訳
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　給料表、職務の級、手当区分に応じて定額を支給

ただし、役員と兼務する所長は、一般職８級２種に定める

額を支給

円

円

円

円

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円 人 円

４級４種 52,500

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

支給職員数

8

一定の管理または
監督の地位にある
職員 　一般職 ８級２種

　研究職 ５級２種 91,100

61,300

91,900

１人当たり
平均支給月額

58,284

管理職手当

（県の規定に
準ずる）

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円

扶養手当

（県の規定に
準ずる）

４級３種

支給総額

5,595,300

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

6,500

11,000

5,000

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

6,452,500 29 18,542

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

7,095,000 26 22,740

住居手当

（県の規定に
準ずる）
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１か月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕

円

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

1,314,000 4 27,375

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

区分

 エ　駐車料金を負担
   している場合

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

5,189,600 45 9,610

内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

2,200

46,400

通勤手当

（県の規定に
準ずる）

3,000

 オ　ノーマイカー運
動に参加する場合

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

異動等を原因とし
て単身赴任となっ
た職員

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

単身赴任手当

（県の規定に
　準ずる）

月額　30,000円＋加算額
〔加算額〕
　職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、8,000円から
70,000円までの範囲内で定める額。ただし、100キロメートル未満
の場合は加算はなし。

放射線を金属に対
して照射する作業
を行う職員

職員が業務に従事した日　１日につき　300円

放射線取扱手
当

　１分間に100マイクロシーベルト以上の放射線を照射する作業に
従事した場合に支給

１人当たりの平均支給月額 300
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〔平成27年度実績〕

円

　管理職手当の区分に応じて定額を支給

円

円

円

〔平成27年度実績〕

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

　〔理事長の業績給〕

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円 ※業績給含む。

②非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

  （１）変更内容

  （２）適用日　　　平成２８年１月１日

10,054,848

なし

１人当たりの平均支給月額 400

非常勤理事
非常勤監事

支給者数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

給料・報酬月額

なし
日額30,000円

1 837,904

区　分

理 事 長

期末手当

672,000

備　　　考

支給総額

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額

510,000 3 14,167

変　更　理　由

理事長基本給 県基準職との均衡月額668,000円月額672,000円

区　分 変　更　後 変　更　前

２種

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

有害物取扱手
当

（県の規定に
　準ずる）

毒物及び劇物等を
取り扱う職員

　職員が業務に従事した日　１日につき　300円

管理職員特別
勤務手当

（県の規定に
　準ずる）

管理職手当を受け
る職員で週休日又
は休日等に勤務し
た職員 １種 12,000

10,000

３種 8,000

　評価委員会による法人の業績評価結果、個人評価、経歴等を反映した業績給を６月期及び12
月期に支給する。

下記のとおり業績給を支給
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

高校卒 － － － －
一般職

大学卒 － － － －

140,800 〃

　　 　　　　経験年数
 区　分

５年 10年 20年 30年 備考

歳

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

区　　　分 初　任　給 備　　　　考

一般職
大学卒 169,500 県職員より６号級下位

高校卒

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

18 人

262,783 円 288,150 円 44

千円

一般職

計

39,324 千円 11,018 千円 18,101 千円 68,443

（19）公益財団法人鳥取県産業振興機構 給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

（注）平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成2７年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（　2％～20％加算）

〔平成２７年度実績〕

円

（ 円 ）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

(注) １ （　　）内は、勧奨、定年及び早期退職制度による退職者への
　　　 支給実績を再掲したものです。

     ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成2７年度に退職した
       一般職員に支給された平均額です。

時間外勤務手当 支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給年額

4,098,404 14 292,743

勤続 40 年 53.50 月分 59.28 月分

１人当たり平均支給額 450,956

33.50 月分 41.34 月分

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分

退職手当

区　分 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分

勤続 25 年

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給額

18,100,596 17 1,064,741

計
2.53 月分 1.54 月分

0.77 月分

12月期
1.36 月分 0.77 月分

区　分 内　　　　　訳

期末手当
勤勉手当

（県の規定に
準ずる）

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期
1.17 月分
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円

円

円

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円

１人当たり
平均支給月額

2,142,500 9 19,838

住居手当

（県の規定に
準ずる）

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

１人当たりの平均支給月額 21,750

扶養手当

（県の規定に
準ずる）

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

10,500

6,500

11,000 円

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで 5,000

支給総額 支給職員数

支給職員数
１人当たり

平均支給月額

2,583,000 3 71,750

とっとり国
際ビジネス
センター長

バイオフロ
ンティア推
進室長

56,900

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

管理職手当

（県の規定に
準ずる）

一定の管理または
監督の地位にある
職員

事務局長 82,700

77,900

支給総額
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕

　　１人当たり平均支給月額　　26,000　円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円  ６月期 月分

 12月期 月分

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

変更なし

理 事 長 393,700 1.54

5,999,988 1 499,999

1.84

支給総額

単身赴任手当

（県の規定に
準ずる）

異動等を原因とし
て単身赴任となっ
た職員

　月額　26,000円＋加算額
　　〔加算額〕
　　　　職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、6,000円
　　　から58,000円までの範囲内で定める額。ただし、100キロ
　　　メートル未満の場合は加算はなし。

区　分 給料・報酬月額 期末手当 備　　　考

支給職員数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額
1,359,800 15 7,554

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

 エ　駐車料金を負担
   している場合

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

通勤手当

（県の規定に
準ずる）

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

2,200

46,400
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

５年 10年 20年

－

－ －高校卒

初　任　給

－

－

－ － －

備　　　　考区　　　分

備考

大学卒

－ －

大学卒

高校卒
制度なし

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

一般職

一般職

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

290,080 326,746 歳50円 円

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

24,834千円 千円 千円5,541 千円

職員数
給　　　与　　　費

7 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当

16,934 2,359

計

一般職

（20）公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構　給与等状況報告書
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

( ) *1 ( ) *1

( ) *2 ( ) *2

( ) *1 ( ) *1

( ) *2 ( ) *2

( ) *1 ( ) *1

( ) *2 ( ) *2

 (注)  （　　）*１内の数値は、県派遣職員の支給割合です。

平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕 該当なし

〔平成27年度実績〕

円 人 円

0.970 0.970

1.160 0.970

2.130 1.940

月分 ―

時間外勤務手当

（県の規定に
準ずる）

退職手当

１人当たり平均支給額

　中小企業退職金共済制度（中退共）を利用し、毎月掛金を積み立て、退職
時に中退共の規定に基づき、中退共から支給を受ける。
　掛金月額は、基本給等に基づき、18,000円から20,000円

5,540,918 791,560

月分

2.530 1.540

7

 （　　）*２内の数値は、県派遣職員のうち、県における次長級以上の
職員の支給割合です。

12月期

計

月分

0.770

期末手当
勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数

1.360 月分

2.530

―

1.360

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期

― 月分

0.770

月分

1.170

1.170

区　分 内　　　　　訳

支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給額

707,451 6 117,909
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円

〔平成27年度実績〕

円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕 該当なし

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

管理職手当

（県の規定に
準ずる）

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円
扶養手当

（県の規定に
準ずる）

一定の管理または
監督の地位にある
職員

事務局長 91,900

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

6,500

11,000

5,000

１人当たりの平均支給月額 17,600

住居手当

（県の規定に
準ずる）

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

１人当たりの平均支給月額 82,300
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円１人当たりの平均支給月額 4,751

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

46,400

通勤手当

（県の規定に
準ずる）

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

2,200

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

 エ　駐車料金を負担
   している場合
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 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

円

〔平成27年度実績〕

非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

  （１）変更内容

  （２）適用日　　　平成28年４月１日

監事

監査１回につき
30,000円
評議員会・理事会
出席１回につき
10,000円

支給総額 支給者数 １人当たり平均支給月額

区　分 変　更　後 変　更　前 変　更　理　由

－

－

1,350,000 3 37,500

－理事

理事長

副理事長

100,000

－

給料・報酬月額区　分 期末手当

期末手当
6月期　1.170月分
12月期　1.360月分

6月期　1.155月分
12月期　1.345月分

県の規定に準ずる

備　　　考

－

－
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

（21）公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構　給与等状況報告書

　　 　　　　経験年数
 区　分

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。
(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

５年 10年 20年

－

－ －

30年

初　任　給

169,500

140,800

－ － －

備　　　　考区　　　分

備考

大学卒

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

一般職

一般職

高校卒

県の規程より６号給下位
行政職給料表１級23号給

県の規程より６号給下位
行政職給料表１級３号給

高校卒 － －

大学卒

歳55円 円

一般職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

234,587 245,325

17,458 4,880 6,395 28,733千円 千円 千円 千円

職員数
給　　　与　　　費

9 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

内　　　　　訳

〔支給割合〕

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

 (注) （　　）内の数値は、再任用職員の支給割合です。

平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（1.5％～10.5％加算）

〔平成27年度実績〕

該当なし

〔平成27年度実績〕

円 人 円

時間外勤務手当

(県の規定に
準ずる)

退職手当

(県の規定に
準ずる)

支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給年額

41.325 月分

2,716,319 6

勤続 35 年

勤続 40 年

452,720

月分

勤続 20 年

勧奨・定年

25.55625

34.58250

46.545 月分 月分

月分

月分

49.59000

96,394,549 710,505

勤続 25 年

区　分

月分20.445

29.145 月分

自己都合

12月期

計

月分

0.730 0.400

１人当たり平均支給額

月分

1.355

月分 1.540
期末手当
勤勉手当

(県の規定に
準ずる)

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数

1.360 月分

2.530

0.795

0.770

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期
0.770 月分

0.395

月分

0.625

1.170

区　分

49.59000
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〔平成27年度実績〕　

　　１人当たり平均支給月額　　56,300　円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

　　１人当たり平均支給月額　　45,000　円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

実績なし

 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

2,200

46,400

10,500

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

管理職手当

(県の規定に
準ずる)

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円

扶養手当

(県の規定に
準ずる)

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

一定の管理または
監督の地位にある
職員

5,000

通勤手当

(県の規定に
準ずる)

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

住居手当

(県の規定に
準ずる)

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

27,000

55,000

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

6,500

11,000
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　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

※常務理事は県からの派遣職員であり、県の職員の例により給料及び手当を支給。

（職員給与費に含む。）

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

　７　給与制度の変更

該当なし

3,000

 エ　駐車料金を負担
   している場合

理 事 長

期末手当

１人当たり
平均支給月額

948,000 9

区分

支給総額 支給職員数

区　分

内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

8,778

備　　　考

 6月期　　0.93月
12月期　  1.12月

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

4,210,780 1 350,898

給料・報酬月額

295,600

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

〔平成27年度実績〕

円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（　　％～　　％加算）制度なし

〔平成27年度実績〕

〔平成27年度実績〕

円

自己都合区　分

3.40

－

45.00 月分

勤続 35 年 70.00 月分

月分

備　　　　考

計

月分

12月期 1.80

－

－

円―

期末手当

初　任　給

大学卒

月分

月分

勧奨・定年

月分

本人の満年齢、学歴、能力、経歴等
を参酌して理事長が定める。

円

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

―
一般職

区　分 内　　　　　訳

期末手当
勤勉手当

区　分

６月期 1.60 月分

勤勉手当

給　与　費 千円3,176

高校卒

区　　　分

－

月分 －

退職手当

月分

勤続 20 年 32.00

勤続 25 年 －

月分

勤続 40 年 80.00 月分 月分

１人当たりの平均支給年額 108,044

－

該当なし

（22）一般財団法人鳥取県野菜価格安定基金協会　給与等状況報告書

時間外勤務手当

月分

１人当たりの平均支給額 771,000

- 97 -



 ア　配偶者 円

 イ　１８歳未満及び在学中の子のうち

第１順位 円

第２順位 円

その他１人につき 円

円

円

〔平成27年度実績〕

 ア　借家・借間居住者

〔平成27年度実績〕

円

 ア　交通機関等利用者

〔平成27年度実績〕

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

 ７　給与制度の変更

一定の管理または
監督の地位にある
職員

対象職員

管理職手当

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

1,000

制度なし

該当なし

通勤手当

制度なし

扶養手当

 　1８才未満の孫及び弟妹２人につき 1,500

鉄道及びバスを利
用する職員

 ウ　満６０才以上の父母及び祖父母、満

家賃の額に応じ、理事長が支給
額を定める。

理事長が必要と認
める職員

１ヶ月定期料金の合計額が２，８００円
を超える場合、その差額。
※勤務地より居住地までの最寄りの駅あ
るいは停留所を基点とし、鉄道、バスの
併行線のあるときはいずれか低料金を基
準とする。

該当なし

 エ　心身に重い障がいを有する家族１人に

29,170１人当たりの平均支給月額

 　つき 1,500

2,500

1,500

1,500

該当なし

区分
内　　　　　容

支　　給　　月　　額

住居手当
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※同協会は、全国農業協同組合連合会鳥取県本部の職員が事務を行っており、協会からは
　給与・役員報酬とも支給がないため、報告事項なし。

（23）一般社団法人鳥取県果実生産出荷安定基金協会　給与等状況報告書

- 99 -



 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

20年

―
一般職

年齢、採用前の経験年数、責任の度合
い、他職員との均衡を考慮して理事長
が決定する。

備考

大学卒

高校卒 ―

初　任　給

―

―

― ― ―

備　　　　考区　　　分

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

―

大学卒

高校卒
一般職

５年 10年

― ―

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

268,829 310,621 歳41円 円

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

59,421 千円

畜産技師

（24）公益財団法人鳥取県畜産振興協会　給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

13 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

12,098千円 千円 千円41,194 6,129
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

なし

〔平成27年度実績〕 該当なし

( 円 )

〔平成27年度実績〕

円 人 円

2.530

0.770

0.770

1.540

月分

月分

(注) １ （　　）内は、勧奨、定年及び早期退職制度による退職者への
　　　 支給実績を再掲したものです。

１人当たりの平均支給額

月分

月分

勤続 40 年 43.500 月分 55.950 月分

勤続 20 年

月分

930,591

1,735,003 12 144,584
時間外勤務手当

     ２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した
       一般職員に支給された平均額です。

退職手当

支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給年額

勤続 25 年

勤続 35 年

26.550 月分

34.800 月分

55.950 月分43.500 月分

区　分

１人当たり平均支給額

月分23.375

33.375 月分

自己都合 勧奨・定年

13

１２月期

計

期末手当
勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数

12,097,678

1.170

1.360

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期

区　分 内　　　　　訳

月分
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円

円

円

　管理職特別勤務手当　2,000円

〔平成27年度実績〕 該当なし

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者 家賃の額に応じ、

最高 円まで支給

 イ　自宅居住者 新築・購入の日から5年を経過

するまでの間は2,000円。

それ以降は1,000円

 ウ　単身赴任手当受給者で 借家・借間居住者の例によった

   配偶者に居住させるため 場合の額の２分の１相当額

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円 人 円

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員及び、所
有に係る住宅に居
住している世帯主
である職員

40,000

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

一定の管理または
監督の地位にある
職員

１種 50,000

２種

管理職手当

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円

扶養手当

３種 30,000

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

6,500

11,000

5,000

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

1,750,500 8 18,234

27,000

住居手当

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

603,000 5 10,050
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

月額 23,000円

〔平成27年度実績〕 該当なし

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

2,200

46,400

アに含む

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期間
当たりの額が低い方の額。

55,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合 制度なし

制度なし

支給職員数
１人当たり

平均支給月額

2,040,000 13 13,077

異動等を原因とし
て単身赴任となっ
た職員

 エ　駐車料金を負担
   している場合

支給総額

通勤手当

単身赴任手当
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 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

 ６月期 月分

 12月期 月分

円

円

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

②非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

該当なし

理事(非常勤) 無報酬

専務理事(常勤) 280,000 円

備　　　考

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

給料・報酬月額

1回につき

10,000

3,977,200 1 331,433

区　分

理事長(非常勤)

1.025

期末手当

無報酬

1.025

監事(非常勤)

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額

90,000 2 3,750
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

計

4,800千円 千円 千円

一般職

（25）公益社団法人鳥取県畜産推進機構　給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

7 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

18,364 1,895 25,059千円

―

大学卒

221,729 241,080 歳47円 円

区　　　分

大学卒

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退
       職手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

一般職

一般職
高校卒

高校卒 ―― ―

30年

初　任　給

157,100

141,600

― ― ―

備　　　　考

備考
　　 　　　　経験年数
 区　分

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

５年 10年 20年

―
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

〔平成27年度実績〕

円 人 円

（基本給×基準比率）×（勤続年数×勤続年数比率）

１）基準比率は９０％

２）勤続年数比率は付表１の勤続年数該当欄の勤続年数比率とする。

３）（勤続年数×勤続年数比率）の上限は、53.55とする。

付表１

　１年以上～　６年未満 １８年以上～２１年未満

　６年以上～　８年未満 ２１年以上～

　８年以上～１１年未満

１１年以上～１３年未満

１３年以上～１５年未満

１５年以上～１８年未満

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置　　制度なし

〔平成27年度実績〕

該当なし

〔平成27年度実績〕

円 人 円

1.5

1.1 1.7

1.2

1.4

勤続年数比率 勤　続　年　数

7 685,714

勤続年数比率

1.0 1.6

月分月分

月分

月分0.603.40

1.70 0.30

区　分 内　　　　　訳

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期

期末手当
勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

無

支給総額 支給職員数

1.7012月期

計 月分

１人当たり平均支給額

4,800,000

0.30 月分

勤　続　年　数

637,858 6 106,310

時間外勤務手当

退職手当

支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給年額

1.3
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円

〔平成27年度実績〕

円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

〔平成27年度実績〕

円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円

１人当たりの平均支給月額 10,000

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 制度なし

１人当たりの平均支給月額 19,500

2,500

1,500

制度なし

制度なし

住居手当

管理職手当

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

扶養手当

１人当たりの平均支給月額 4,250

一定の管理または
監督の地位にある
職員

役職手当 10,000

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額
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 ア　交通機関等利用者

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

〔平成27年度実績〕 無報酬のため　該当なし

区　分 期末手当給料・報酬月額 備　　　考

－ －
監事

理事

13,360

　制度なし

 エ　駐車料金を負担
   している場合 　制度なし

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

2,200

40,000

通勤手当
　制度なし

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

40,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

支給基準は、３カ月定期乗車料金の
合計金額に３分の１を乗じて算出し
た額。
居住地から勤務地までの最寄の駅又
は停留所を基点とし、鉄道又はバス
の併行線があるときは、いずれか低
い料金とする。

801,600 5

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額
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 ７　給与制度の変更

（１）変更内容

（２）適用日　　平成２８年４月１日

区　分 変　更　後 変　更　前 変　更　理　由

給料

職員給与表の全面改定
号給を細分化（1～80号
給）
昇給の見直し（昇給は年
１回とし、１級及び２級
に在職するものは２号
給、３級以上に在職する
者は１号給の昇給

号給（1～20号給）
昇給　年１回

組織の経営状況改善のため

期末手当・勤勉手当 　賞与の支給　4.0ヶ月 　賞与の支給　3.0ヶ月 組織の経営状況改善のため

退職手当

退職給与支給率を改定
（基本給×基準比率）×
（勤続年数×勤続年数比
率）×1.05
勤続年数比率の上限
1.7
（勤続年数×勤続年数比
率）の上限　53.55

（基本給×基準比率）×
（勤続年数×勤続年数比
率）
勤続年数比率の上限
2.0
（勤続年数×勤続年数比
率）の上限なし

組織の経営状況改善のため
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

平均給与月額 平均年齢

58 歳184,800 円 210,800 円

千円 千円

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

28,949 5,293

（26）公益財団法人鳥取県造林公社　給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

11 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

10,137

事務職

44,379千円 千円

初　任　給

181,300

147,400

235,563 265,545 歳44円 円

技術職
－ －

技術職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額

備　　　　考

30年

－

高校卒

技術職

区　　　分

大学卒

　　 　　　　経験年数
 区　分

５年

短大卒 161,400

20年

－

高校卒 － －

備考

大学卒

10年

－ －

１級９号級

１級２９号級

１級１９号級
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

（注）平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（ 2％～20％加算）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

（ 円 ） （ 人 ） （ 円 ）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

勤勉手当

期末手当
勤勉手当

（県の規定に
準ずる）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額

10,136,555

1.36 月分

2.53

921,505

区　分 内　　　　　訳

区　分 期末手当

1.54

支給職員数

月分月分1.17

月分

区　分

0.77012月期

６月期 0.770

計

１人当たり平均支給額

月分

月分

勤続 20 年

勤続 25 年

月分

月分月分

－

(注) １ （　　）内は、勧奨、定年及び早期退職制度による退職者への
　　　 支給実績を再掲したものです。

－

月分

1,638,112 10 163,811

－

月分

－－

１人当たり平均支給額支給総額

１人当たり平均支給年額

29.145

月分

月分

月分

11

自己都合 勧奨・定年

時間外勤務手当

退職手当

支給総額 支給職員数

25.55625

34.58250

支給職員数

勤続 40 年

－

49.59000

49.59000

20.445

41.325

46.545

勤続 35 年
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 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち

 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円 人 円19,929

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

1,458,000 5 24,300

住居手当

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

1,674,000 7

扶養手当

１人当たり
平均支給月額

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

6,500

11,000

5,000

円

一定の管理または
監督の地位にある
職員

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

支給総額 支給職員数

区分
内　　　　　容

支　　給　　月　　額

２７年度は支給実績なし。
管理職手当

対象職員
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

 ６月期 月分

 12月期 月分

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

②非常勤役員 なし

4,907,500 1 408,958

区　分 期末手当

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

給料・報酬月額

理 事 長
1.16

320,000 円
0.97

6 13,433

備　　　考

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

 エ　駐車料金を負担
   している場合

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

967,200

2,200

46,400

通勤手当

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

区分

内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員
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 ７　給与制度の変更　

　（１）変更内容

・　２８年度から事務局長に加え、課長及び所長についても管理職手当を支給できる（ただし、

　官公庁等から出向している職員及び官公署等を退職して採用された職員については支給しない）

　規定を追加。

　（２）適用日　　　平成28年４月１日
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

249,613

162,300 249,480

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

大学卒

初　任　給

156,000

140,400

182,700

備　　　　考区　　　分

備考

大学卒

５年 10年 20年

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

一般職

一般職
高校卒

高校卒

158,956 192,836 歳49円 円

平均給与月額 平均年齢

9,537 2,033 14,447

職員数
給　　　与　　　費

5 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

2,877千円 千円 千円 千円

一般職

平均給料月額

（27）公益財団法人鳥取県林業担い手育成財団　給与等状況報告書
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

賞与の支給基準は理事会の議を経て会長が定める

（毎年経営状況や個人の評価等によって変動）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

勤続2年～ 勤続年数×0.5月分 勤続年数×0.5月分

勤続6年～ 勤続年数×0.6月分 勤続年数×0.6月分

勤続10年～ 勤続年数×0.7月分 勤続年数×0.7月分

勤続14年～ 勤続年数×0.8月分 勤続年数×0.8月分

勤続18年～ 勤続年数×0.9月分 勤続年数×0.9月分

勤続22年～ 勤続年数×1.0月分 勤続年数×1.0月分

勤続26年～ 勤続年数×1.1月分 勤続年数×1.1月分

勤続30年～ 勤続年数×1.2月分 勤続年数×1.2月分

勤続34年～ 勤続年数×1.3月分 勤続年数×1.3月分

〔平成27年度実績〕

実績なし

〔平成27年度実績〕

　　１人当たり平均支給年額　　57,812　円時間外勤務手当

退職手当

719,310

区　分 自己都合 勧奨・定年

4

１人当たり平均支給額

2,877,240

区　分 内　　　　　訳

期末手当
勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給総額 支給職員数
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円

円

円

円

〔平成27年度実績〕

円 人 円

円

円

 ウ　その他扶養家族1人につき 円

〔平成27年度実績〕

　　１人当たり平均支給月額　　2,500　円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ賃借料の50%か

 最高 円までを上限

〔平成27年度実績〕

実績なし

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

3

一定の管理または
監督の地位にある
職員

参事 50,000

部長 30,000

考査役 15,000

１人当たり
平均支給月額

26,667

管理職手当

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

扶養手当

課長 25,000

支給総額

960,000

支給職員数

住宅を借り受け家
賃を支払っている
職員(家賃の下限
設定はなし)

20,000

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

3,000

600

制度なし

 イ　満18歳未満の長子

 ア　配偶者

400

住居手当
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 ア　交通機関等利用者 1か月定期券の額

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

までを上限とする。

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

②非常勤役員

該当なし

 ７　給与制度の変更

  （１）変更内容

（２）適用日　　平成27年7月7日

制度なし

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

 エ　駐車料金を負担
   している場合

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

15,0254

支給なし

31,600

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

給料・報酬月額

721,200

通勤手当

制度なし

年度途中で常務理事が交
代、空席の１か月間は支払
無し。

100,000

期末手当

支給なし

制度なし

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

備　　　考

1,100,000 2 45,833

区　分

理 事 長

常務理事

35,000円 機構改革を行ったことによる

室長、部長　管理職手当 30,000円 21,000円 〃

参事　管理職手当 50,000円

調査役　管理職手当 なし 8,400円 〃

考査役　管理職手当 15,000円 14,000円 〃

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤

している職員

課長　管理職手当 25,000円 なし 〃

区　分 変　更　後 変　更　前 変　更　理　由
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円高校卒

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

―　 ―　 ―　 ―　

30年

一般職
大学卒 ―　 ―　 ―　 ―　

初　任　給 備　　　　考

一般職
大学卒 ―　

備考

年齢、採用前の経験年数、責任の度
合い、他の職員との均衡を考慮して
理事長が定める。高校卒 ―　

20年

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

　　 　　　　経験年数
 区　分

５年 10年

区　　　分

297,957 351,828円 円

一般職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

歳

24,652 5,302 8,826 38,780千円 千円 千円

職員手当 期末・勤勉手当 計

44

千円

（28）公益財団法人鳥取県栽培漁業協会 給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

7 人

給　　料
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

 (注) １　勤勉手当は職務能率評価制度により調整されます。

２　平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

〔平成27年度実績〕

〔平成27年度実績〕

円 人 円

支給総額 支給職員数 １人当たり平均支給額

なし

7 1,260,929

2,632,651 6

12月期

計

時間外勤務手当
 

（県の規定に
準ずる）

期末手当
勤勉手当

（県の規定に
準ずる）

支給総額

8,826,500

　退職金の支給は独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金共済事
業本部との間に退職金共済契約を締結することとにより行い、退職手当の額は
掛金納付月数に応じ、中小企業退職金共済法に定められた額とする。

退職手当

有

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期

2.530 月分 月分1.540

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

438,775

支給職員数 １人当たり平均支給額

区　分 内　　　　　訳

月分 0.7701.170 月分

1.360 月分 0.770 月分
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職員が理事を兼務する場合は管理職手当を支給

　 54,500円

〔平成27年度実績〕

円

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円 人 円

16,0005

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

960,000

内　　　　　容

対象職員

管理職手当

区分

10,500

6,500

支　　給　　月　　額

一定の管理または
監督の地位にある
職員

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円

扶養手当

（県の規定に
準ずる）

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

11,000

5,000

375,000 7,813

54,500

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

制度なし

住居手当

（県の規定に
準ずる）

支給総額 支給職員数

4

１人当たりの平均支給月額

１人当たり
平均支給月額
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成26年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕

円

１人当たり
平均支給月額

内　　　　　容

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

2,200

46,400

680,800 7 8,105

支給総額 支給職員数

潜水手当

（県の規定に
準ずる）

対象職員

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

区分
支　　給　　月　　額

通勤手当

（県の規定に
準ずる）

潜水器具を着用し
て潜水作業に従事
した職員

 エ　駐車料金を負担
   している場合

１人当たりの平均支給月額 25

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

55,000

潜水深度の区分に応じ、以下に定める額とする。
20ｍ以下　　　　　　　　300円／60分
30ｍ以下　　　　　　　　600円／60分
30ｍを超えるとき　　 　1200円／60分

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給
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 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

評議員会、理事会、監事会に出席ごと

に支給(支給月：6月)

職員を兼務する常勤理事は役員報酬なし

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

該当なし

②非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

該当なし

１人当たり
平均支給月額

163,200 10 1,360

支給総額 支給職員数

常勤理事

1日につき10,200円
なし

なし

非常勤理事

備　　　考

評 議 員

非常勤監事

区　分 給料・報酬月額 期末手当
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔平成27年度実績〕

 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

〔平成27年度実績〕

円

平均支給月額（10月～3月） 円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

制度なし

 ７　給与制度の変更

変更なし

1,846

0

備　　　　考

平均支給月額（4月～9月） 5,780

支　　給　　月　　額

通勤手当
（県の規定に

準ずる）

区　分

県の非常勤職員等の例に準じ、代表
理事が定める。

円

円

―

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

―

（29）公益財団法人鳥取県魚の豊かな川づくり基金 給与等状況報告書

事務職
大学卒

高校卒

区分
内　　　　　容

対象職員

初　任　給

給　与　費 千円

時間外勤務手当

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

内　　　　　訳

　該当なし

区　　　分
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円 県職員より4号給下位

円 県職員より4号給下位

 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

〔平成27年度実績〕

174,800

143,000

計 2.53 月分

内　　　　　訳

期末手当
勤勉手当

（県の規定に
準ずる）

月分

　該当なし

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

0.77

月分

区　分

月分

区　分 期末手当 勤勉手当

12月期

（30）鳥取県土地開発公社　給与等状況報告書

事務職
大学卒

高校卒

区　　　分

給　与　費 該当なし

1.54

初　任　給 備　　　　考

1.17 月分 0.77６月期

1.36 月分
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〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

〔平成27年度実績〕

〔平成27年度実績〕

　給料表、職務の級、手当区分に応じて定額を支給

円

円

円

円

円

円

円

円

円

〔平成27年度実績〕

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

６級５種 48,800

円

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで 5,000

　該当なし

７級２種

７級３種

７級４種

６級３種

６級４種 56,900

扶養手当

（県の規定に
準ずる）

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

10,500

6,500

11,000

管理職手当

（県の規定に
準ずる）

一定の管理または
監督の地位にある
職員

８級１種

８級２種 91,900

　該当なし

127,400

86,600

69,200

60,600

65,000

月分

勧奨・定年

月分

区　分

時間外勤務手当

（県の規定に
準ずる）

　一般職 ９級１種

月分

月分

41.325

区　分 内　　　　　訳

34.58250

勤続 40 年

勤続 35 年

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

　該当なし

29.145

月分月分

　該当なし

自己都合

勤続 20 年 20.445

114,900

月分

　　  25年以上勤続した年齢50歳以上の職員が、定年前勧奨等により
　　　退職する場合に加算があります。

46.545

月分

勤続 25 年

25.55625

退職手当

（県の規定に
準ずる）

49.59000

49.59000
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 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

〔平成27年度実績〕

住居手当

（県の規定に
準ずる）

　該当なし

 エ　駐車料金を負担
   している場合

支　　給　　月　　額
区分

内　　　　　容

対象職員

46,400

次の①または②のうち、支給単位期間
当たりの額が低い方の額。

55,000

2,200

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

異動等を原因とし
て単身赴任となっ
た職員

　月額　30,000円＋加算額
　　〔加算額〕
　　　　職員の住居と配偶者の住居の交通距離に応じて、6,000円
　　　から58,000円までの範囲内で定める額。ただし、100キロ
　　　メートル未満の場合は加算はなし。

　該当なし

通勤手当

（県の規定に
準ずる）

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

１か月の特別急行料金等の２分の１の
額を加算（高速自動車国道等特別料金
等については２万円を限度）

3,000

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

　該当なし

単身赴任手当

（県の規定に
準ずる）

- 127 -



 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

円  ６月期

円  12月期

円

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

②非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

変更なし

監事 日額9,900

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額

〃

区　分 給料・報酬月額

182,460 3 5,068

期末手当

日額13,580

0 該当なし

理事 日額9,900

備　　　考

理 事 長

副理事長

　該当なし
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は、扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円－ －高校卒 －

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

20年

－

－

大学卒 － －

備　　　　考区　　　分

備考

大学卒

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

一般職

一般職

初　任　給

－

平均給与月額 平均年齢

200,767 211,700 歳57円 円

6,243 330

５年 10年

－

8,652

高校卒

　理事長が別に定める「初任給基準
表」によるものとし、年齢、採用前
の経験年数、他の職員との均衡等を
考慮して理事長が定める。

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

－

（31）公益財団法人鳥取県暴力追放センター　給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

3 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

2,079千円 千円 千円 千円

一般職

平均給料月額
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

（注）平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

（その他の加算措置）

　  　定年前早期退職特例措置 制度なし

〔平成27年度実績〕

1人当たり平均支給額　285,840円

〔平成27年度実績〕

該当なし

区　分 期末手当

月分 0.770

1.17

2.53 月分 1.54 月分

月分 32.25

32.25 月分

月分

月分

月分 0.770 月分

期末手当
勤勉手当

（県の規程に
準ずる）

1.36

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

無

月分

支給総額 １人当たり平均支給額

時間外勤務手当

退職手当

勤続 40 年 25.80

25.80 月分

月分

支給職員数

勤続 25 年

勤続 35 年

26.25 月分

3

32.25 月分

21.00

25.80

区　分 自己都合 勧奨・定年

12月期

計

勤続 20 年

2,079,153 693,051

勤勉手当

６月期

区　分 内　　　　　訳
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制度なし

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

1人当たり平均支給月額　8,313円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

該当なし

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

管理職手当

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円

扶養手当

（県の規程
に準ずる）

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

6,500

11,000

5,000

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額住居手当

（県の規程に
準ずる）

- 131 -



 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円

円  ６月期 月分

 12月期 月分

〔平成27年度実績〕

該当なし

 ７　給与制度の変更

該当なし

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

2,200

46,400

通勤手当

（県の規程に
準ずる）

制度なし

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

55,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合 制度なし

3 3,628

 エ　駐車料金を負担
   している場合

制度なし

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

130,600

区　分 給料・報酬月額 期末手当 備　　　考

理 事 長 －

専務理事 － －

－
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 １　職員給与の状況（平成27年度）

(注) 職員手当は、退職手当、期末手当及び勤勉手当を含みません。

 ２　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

(注) １ 「平均給料月額」は扶養手当等の職員手当を含まない給料のみの平均月額です。

 ３　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

円

円

円

円

 ４　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

県の初任給給料表×０．９の額の直
近上位の金額を支給

(注) 「経験年数」は、採用後の年数に採用前の職歴などの期間を職員の期間として換算した
　　年数を加算したものです。

－

－ －

－ －

備　　　　考

135,800

区　　　分

備考

大学卒

30年
　　 　　　　経験年数
 区　分

５年 10年 20年

163,200

一般職

一般職

文化財主事職
・事務職

高校卒

大学卒 －－

－

県職員としての発令給料を支給

　　 ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる手当（期末手当、勤勉手当及び退職
       手当以外の手当）とを合計したものの平均月額です。

－ － － －文化財主事職
・事務職

高校卒 －

初　任　給

大学卒

高校卒 － －

高校卒

大学卒

－

－

－

220,114 275,785 歳50円 円 411,963 円 42 歳354,269 円

115,101 18,579

文化財主事職・事務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

174,857

（32）公益財団法人鳥取県教育文化財団　給与等状況報告書

職員数
給　　　与　　　費

33 人

給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計

41,177千円 千円 千円 千円

一般職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
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 ５　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

〔支給割合〕

（注）平成28年５月改正の内容を含みます。

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔支給率〕

県退職職員は制度なし。）

〔平成27年度実績〕

なし

〔平成27年度実績〕

円 人 円

時間外勤務手当
（県の規定に

準ずる）

退職手当

支給総額

月分

41,176,678 1,247,778

１人当たり平均支給額

8,557,800 33 259,327

33

支給職員数 １人当たり平均支給年額

計

月分

中小企業退職共済法に基づく制度に加入し、その定められた額（役員、

期末手当
勤勉手当

（県の規定に
準ずる） 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
有

支給総額 支給職員数

月分 1.540

1.360 月分

2.530

0.770

区　分 期末手当 勤勉手当

６月期 0.770

12月期

月分月分1.170

区　分 内　　　　　訳
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〔平成27年度実績〕

なし

 ア　配偶者 円

 イ　配偶者以外の扶養親族 円

 ウ　配偶者のない職員の扶養親族のうち
 　１人目まで

 １人につき

円を加算

〔平成27年度実績〕

円 人 円

 ア　借家・借間居住者  家賃の額に応じ、

 最高 円まで支給

 イ　単身赴任手当受給者で

   配偶者に居住させるため

   借家・借間を借り受けて

   いる者

〔平成27年度実績〕

円 人 円

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

管理職手当
（県の規定に

準ずる）

扶養親族として配
偶者、子等を有す
る職員

円

扶養手当
（県の規定に

準ずる）

 15歳に達する日後の最初の４月１日から
 22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

10,500

6,500

11,000

5,000

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

3,919,500 17 19,213

住宅を借り受け月
額12,000円を超え
る家賃を支払って
いる職員

27,000

 借家・借間居住者の例に
 よった場合の額の２分の
 １相当額

住居手当
（県の規定に

準ずる）

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

3,670,500 14 21,848

一定の管理または
監督の地位にある
職員
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 ア　交通機関等利用者

①支給単位期間の間通用する定期券の額

②通勤21回分の回数券の額

＜最高限度額 円＞

 イ　自動車等使用者 通勤距離に応じ、月額 円

から 円の範囲内で支給

 ウ　特別急行列車等

   利用

　 （ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ）

（１ヶ月あたり 円を上限と

  する。）

〔平成27年度実績〕

円 人 円

〔平成27年度実績〕

区分
内　　　　　容

対象職員 支　　給　　月　　額

2,200

46,400

55,000

3,000

 オ　ノーマイカー運動
   に参加する場合

ノーマイカー運動参加者に対し、１月あ
たり３往復程度参加することを想定した
通勤手当を支給

 エ　駐車料金を負担
   している場合

公共交通機関等及び自動車等に係る通勤
手当をともに受けている職員が、公共交
通機関の利用に伴って駐車場を利用し、
駐車料金を負担することを常例としてい
る場合に、当該駐車料金に相当する額を
支給

支給総額 支給職員数
１人当たり

平均支給月額

2,431,000 33 6,139

通勤手当
（県の規定に

準ずる）

１か月の特別急行料金等の２分の１
の額を加算（高速自動車国道等特別
料金等については２万円を限度）

単身赴任手当
（県の規定に

準ずる） １人当たりの平均支給月額　　　　　なし

異動等を原因とし
て単身赴任となっ
た職員

交通機関等を利用
し、または自動車
等を使用して通勤
している職員

次の①または②のうち、支給単位期
間当たりの額が低い方の額。

- 136 -



 ６　役員の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

円  ６月期 月分 勤勉手当

 12月期 月分 勤勉手当

円

円

円

円

〔平成27年度実績〕

①常勤役員

円 人 円

②非常勤役員

円 人 円

 ７　給与制度の変更

変更なし

1.360

月分

非常勤理事（理事会等）

理 事 長 1.170

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額
（期末手当等を含む）

非常勤監事（監査）

給料・報酬月額

0.770

0.770

456,600 12 3,171

5,314,936 1 442,911

支給総額 支給者数
１人当たり

平均支給月額

区　分

非常勤評議員

期末手当

319,600

非常勤監事（理事会等）

備　　　考

月分

１回　10,200

１回　10,200

１回　10,200

１回　30,000

　支給なし
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